
◎脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律 
（令和五年五月一九日法律第三二号）   

一、 提案理由（令和五年三月一〇日・衆議院経済産業委員会） 

○西村（康）国務大臣 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案に

つきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 世界的規模で、カーボンニュートラルの実現に向けた大規模な投資競争が激化をして

おります。こうした中で、我が国においても、二〇五〇年カーボンニュートラル等の国

際公約と産業競争力の強化を通じた経済成長を同時に達成するグリーントランスフォー

メーション、いわゆるＧＸを実現するため、官民で連携して、今後十年間で百五十兆円

を超えるＧＸ投資を実現する必要があります。 

 そのためには、今後十年間で二十兆円規模の大胆な先行投資支援を行うとともに、炭

素排出に値づけを行う成長志向型カーボンプライシングを将来導入する方針をあらかじ

め示すことにより、事業者の先行投資を促進する仕組みを措置する必要があります。 

 本法律案は、こうした内容について取りまとめ、令和五年二月に閣議決定されたＧＸ

実現に向けた基本方針に基づき、所要の措置を講ずるものであります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、政府は、脱炭素成長型経済構造移行推進戦略を策定することとします。 

 第二に、設備投資支援等、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する施策

に充てることを目的として、政府は、令和五年度から令和十四年度まで、脱炭素成長型

経済構造移行債を発行するための措置を講ずることとします。 

 第三に、令和十年度から、化石燃料の輸入事業者等から化石燃料賦課金を徴収すると

ともに、令和十五年度から、発電事業者に対して二酸化炭素の排出枠を有償又は無償で

割り当て、有償で割り当てる排出枠の量に応じて発電事業者から特定事業者負担金を徴

収するための措置を講ずることとします。 

 第四に、脱炭素成長型経済構造移行推進機構に、化石燃料賦課金及び特定事業者負担

金の徴収、排出枠の割当て、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に資する事業活動を

行う者に対する債務保証等の支援等を行わせるための措置を講ずることとします。 

 第五に、政府は、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に資する投資の実施状況等を

踏まえ、施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるこ

ととします。また、排出枠等に係る制度を実施する方法を検討し、この法律の施行後二

年以内に、必要な法制上の措置を講ずることとします。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（令和五年三月三〇日） 

○竹内譲君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における



審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、我が国における二〇五〇年カーボンニュートラル等の国際公約と産業競

争力の強化を通じた経済成長を同時に達成するグリーントランスフォーメーション、い

わゆるＧＸの実現に向けて、脱炭素成長型経済構造移行推進戦略の策定、脱炭素成長型

経済構造移行債の発行、化石燃料賦課金及び特定事業者負担金の徴収、脱炭素成長型経

済構造移行推進機構の設立等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る三月九日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託され、翌十日に西村国務大臣から趣旨の説明を聴取いたしました。十五日に質疑に

入り、十七日参考人から意見を聴取し、さらに、二十二日及び二十四日に質疑を行いま

した。 

 昨日、質疑を終局した後、自由民主党・無所属の会、日本維新の会及び公明党の三会

派共同提案により、この法律の施行後二年以内に政府が法制上の措置を講ずるに当たっ

ては、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する施策の在り方についての検

討も行うことを明記することを内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたし

ました。 

 次いで、原案及び修正案について討論、採決を行った結果、修正案及び修正部分を除

く原案はいずれも賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しまし

た。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和五年三月二九日） 

○足立委員 ただいま議題となりました脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に

関する法律案に対する修正案につきまして、提出者を代表して、その趣旨を御説明申し

上げます。 

 この法律案では五年後や十年後に開始する制度についても規定していますが、我が国

の繁栄を持続可能なものとするための重要な経済成長戦略としてＧＸを進めていくため

には、二酸化炭素の排出に係る国内外の経済動向等に応じ、枠にとらわれることなく柔

軟に制度設計を考えていくことが必要であります。 

 法案審議においても、施行後二年以内に講ぜられる法制上の措置において、カーボン

プライシングの開始時期や規模、対象について見直すことも排除されない旨の答弁があ

りました。 

 このことを踏まえ、法制上の措置に先立つ検討の対象を法文上でも明確にするため、

本修正案を提出するものであります。 

 次に、本修正案の内容を御説明申し上げます。 

 附則の検討条項を修正し、政府が施行後二年以内に法制上の措置を講ずる際には、脱

炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する施策の在り方についての検討も行う



ことを明記することとしております。 

 以上が、本修正案の趣旨及び内容であります。 

 委員各位の御賛同を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○附帯決議（令和五年三月二九日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 ＧＸの推進に当たっては、エネルギー資源の過度な海外依存からの脱却を実現する

エネルギー供給構造の再構築を目指し、エネルギー安定供給、中長期的な国民負担の

抑制を前提に、再生可能エネルギーの更なる導入拡大、蓄電システムの導入拡大をは

じめとした電化促進等によるエネルギー全体の脱炭素化の推進に取り組むこと。その

際、再生可能エネルギー発電促進賦課金の仕組みについて特定事業者負担金に関する

制度との関係整理など、費用負担の在り方について検討すること。 

二 我が国が国際的に約束した二〇五〇年カーボンニュートラル等の実現に向け、産官

学の十分な連携の下、必要な技術開発や支援措置等にできるだけ早急に取り組むこと。 

三 ＧＸの推進に当たっては、気候危機への対応の緊急性に鑑み、各種分野及び技術の

脱炭素効果を的確に評価把握し、投資対効果、実現可能性が高い分野及び技術への重

点化を図ること。 

四 ＧＸの推進に当たっては、激化する世界の産業競争下にあって、日本企業が脱炭素

分野で確実に市場シェアを獲得、成長できるように、技術開発から技術実装、製品等

の量産化まで、産業全体にわたる支援を実現すること。 

五 ＧＸの推進に当たっては、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が掲げる「誰一人取り

残さない」社会の実現の重要性に鑑み、ＧＸ推進戦略等において「公正な移行」の重

要性を明示するとともに、その具現化のため、円滑な労働移動や新たな雇用の創出等

に対する十分な支援を行い、労働者や地域経済社会への悪影響を可能な限り軽減する

こと。 

六 ＧＸへの対応の遅れが懸念される中小企業が取り残されることがないよう、中小企

業の自主的な取組や大企業のイニシアティブによるサプライチェーン全体での取組を

促すなど、実効的な支援策を講ずること。 

七 今後十年間における約二十兆円規模のＧＸ経済移行債による政府支援については、

ＧＸ実現に資するよう適切に対応する内容とするとともに、民間事業者の予見可能性

を高め、民間のＧＸ投資が確実に促進されるよう努めること。 

八 ＧＸの実現は、環境負荷の低減やエネルギー自給率の向上、産業の競争力の強化等

を通じた国民生活の向上や国民経済の発展など、広く国民全体の便益に寄与するもの

であることに鑑み、成長志向型カーボンプライシングなどＧＸの実現に要する費用は、

脱炭素成長型経済構造への移行に向けた人材・技術投資や行動変容を促進する観点を

含め、国や地方公共団体、事業者及び国民の適切な役割分担の下、円滑かつ適正な転

嫁などを通じ、特定の事業者への負担に偏重せず、広く社会全体で公平・公正に負担
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するものとし、国は、国民や事業者に対し、負担に対する理解の醸成に積極的に取り

組むこと。 

九 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行は、地球温暖化対策、エネルギー需給、産業

競争力、雇用など分野横断的課題であるとの観点から、脱炭素成長型経済構造移行推

進戦略の案の作成に当たっては、学識経験者や有識者、産業界、労働界等から広く意

見を聴くものとし、その意見を十分に斟酌するとともに、そのプロセスの透明性を図

ること。 

十 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行を早期に実現するため、カーボンプライシン

グの在り方については、脱炭素への取組を加速化させるとともに、経済的インセンテ

ィブを社会全体に効果的に与えるものとなるよう、代替技術の有無、国際競争力への

影響、カーボンリーケージの可能性等を勘案しつつ、その導入の時期、対象事業者の

範囲等を含め、最適かつ実効性のある制度を検討すること。 

十一 脱炭素成長型経済構造移行推進機構による事業活動への支援に係る基準の策定に

当たっては、多様な関係者の意見を幅広く聴取するよう努めるとともに、脱炭素成長

型経済構造移行推進機構による金融支援について、脱炭素成長型経済構造移行に真に

有益な支援案件を見出していく規律ある運営がなされ、支援内容について説明責任が

果たされるよう、政府は責任を持って監督すること。 

十二 脱炭素成長型経済構造への移行プロセスは長期に及び、将来の世界情勢や、国内

の産業、エネルギーの供給環境などに不確実性があることを踏まえ、ＧＸ経済移行債

による支援や化石燃料賦課金及び特定事業者負担金など新たに講じられる制度・施策

の進捗状況や費用対効果等については定期的に評価及び分析を行うこととし、必要に

応じて柔軟な見直しを行うものとすること。 

十三 化石燃料賦課金及び特定事業者負担金に係る制度の実施に当たっては、国民負担

の可能な限りの抑制や制度の明瞭性・簡素性の担保、他のＧＸ推進策との整合等の観

点から、高度化法やエネルギー関連税制、再生可能エネルギー発電促進賦課金など既

存の規制・制度との適切な関係整理を図ること。 

十四 脱炭素成長型経済構造を実現するに当たり、国内産業の育成及び経済成長を目指

すのみにとどまらず、アジアをはじめとした世界において、我が国が脱炭素の取組の

イニシアティブを取ることができるよう、戦略的に施策を推進すること。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和五年四月二八日） 

○吉川沙織君 ただいま議題となりました脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進

に関する法律案につきまして、経済産業委員会における審査の経過と結果を御報告申し

上げます。 

 本法律案は、エネルギーの脱炭素化に向けた取組等と産業競争力の強化とを両立させ

た脱炭素成長型の経済構造への円滑な移行を推進するため、脱炭素成長型経済構造移行

推進戦略の策定、脱炭素成長型経済構造移行債の発行並びに化石燃料の輸入事業者等に



対する賦課金の徴収及び発電事業者への排出枠の割当てに係る負担金の徴収について定

めるとともに、脱炭素成長型経済構造移行推進機構に脱炭素成長型経済構造への円滑な

移行に資する事業活動を行う者に対する支援等に関する業務を行わせるための措置を講

じようとするものであります。 

 なお、衆議院におきまして、この法律の施行後二年以内に政府が法制上の措置を講ず

るに当たっては、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する施策の在り方に

ついての検討も行うことを明記する内容の修正が行われております。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、ＧＸ推進に当たっての

公正な移行の重要性、ＧＸ経済移行債による先行投資支援の在り方、中小企業のＧＸ推

進に向けた支援策、成長志向型カーボンプライシングの意義及び効果等について質疑が

行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、自由民主党、立憲民主・社民、公明党、日本維新の会及び国民民

主党・新緑風会の各派並びに各派に属しない議員平山佐知子君を代表して礒崎哲史委員

より、本法律案の基本理念を定める規定について、脱炭素成長型経済構造への円滑な移

行に当たり踏まえるべき事項に「公正な移行」の観点を追加する内容の修正案が提出さ

れました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕友委員より、原案に反

対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも多数をもって可

決され、本法律案は修正議決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して十三項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（令和五年四月二七日） 

○礒崎哲史君 私は、ただいま議題となっております脱炭素成長型経済構造への円滑な

移行の推進に関する法律案に対し、自由民主党、立憲民主・社民、公明党、日本維新の

会及び国民民主党・新緑風会の各派並びに各派に属しない議員平山佐知子君を代表いた

しまして、修正の動議を提出いたします。その内容は、お手元に配付されております案

文のとおりでございます。 

 これより、その趣旨について御説明いたします。 

 脱炭素成長型経済構造への移行は、産業構造や地域社会にも大きな影響を及ぼすもの

であることから、ＧＸを推進する上では、公正な移行の観点から、新たに生まれる産業

への労働移動を適切に進めていくことが大変重要です。公正な移行は、二〇〇九年の第

十五回気候変動枠組条約締約国会議で国際労働組合総連合により提唱された概念であり

ますが、本年四月に札幌市で開催されたＧ７気候・エネルギー・環境大臣会合のコミュ

ニケにも盛り込まれたとおり、その重要性は世界共通の認識となっています。 

 法案審議においても、ＧＸの実現には、雇用の確保、質の向上、円滑な労働移動が大



変重要であり、公正な移行は、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に含意されている

旨の答弁がありました。このことを踏まえ、ＧＸの推進は公正な移行の観点も踏まえて

行われなければならないことを法文上でも明確化するため、本修正案を提出するもので

あります。 

 次に、修正案の内容について御説明申し上げます。 

 第三条の基本理念を定める規定について、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に当

たり踏まえるべき事項に「公正な移行」の観点を追加することとしております。 

 以上であります。 

 何とぞ、委員各位の御賛同を賜りますようお願いを申し上げます。 

○附帯決議（令和五年四月二七日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の推進に当たっては、エネルギー資源

の過度な海外依存からの脱却を実現するエネルギー供給構造の再構築を目指し、エネ

ルギー安定供給、中長期的な国民負担の抑制を前提に、再生可能エネルギーの更なる

導入拡大、蓄電システムの導入拡大を始めとした電化促進等によるエネルギー全体の

脱炭素化の推進に取り組むこと。 

二 我が国が国際的に約束した二〇五〇年カーボンニュートラル等の実現に向け、産官

学の十分な連携の下、必要な支援措置等にできるだけ早急に取り組むこと。その際、

気候危機への対応の緊急性に鑑み、各取組の脱炭素効果を的確に評価把握し、投資対

効果、実現可能性が高い分野への重点化を図ること。 

三 ＧＸの推進に当たっては、激化する世界の産業競争下にあって、日本企業が脱炭素

分野で確実に市場シェアを獲得し、成長できるように、研究開発から社会実装、製品

等の量産化まで、産業全体にわたる支援を実現すること。 

四 ＧＸへの対応の遅れが懸念される中小企業が取り残されることがないよう、これま

での支援事業の更なる拡充や、より効果的な支援体制の構築、大企業のイニシアティ

ブによるサプライチェーン全体での取組を促すなど、中小企業のＧＸの推進に向け、

実効的な支援策を講ずること。 

五 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が掲げる「誰一人取り残さない」社会の実現の重

要性に鑑み、ＧＸ推進戦略等において「公正な移行」の重要性を明示すること。また、

その早急な具現化のため、円滑な労働移動や新たな雇用の創出等に対する十分な支援

を行うとともに、多様な働き方に中立な社会保障制度、学び直しに必要な生活保障な

ど重層的なセーフティネットの構築に取り組むなど、労働者や地域経済社会への悪影

響を可能な限り軽減すること。あわせて、失業なき労働移動の円滑な実現に加え、脱

炭素化や産業移転に伴う地域経済の在り方を含む分野横断的課題に対処するため、国、

地域、産業の各レベルで、政労使が関わる社会対話を行う場を設けることを検討し、

省庁横断的な取組体制を構築すること。 



六 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行は、地球温暖化対策、エネルギー需給、産業

競争力、雇用など分野横断的課題であるとの観点から、ＧＸ推進戦略の案の作成や成

長志向型カーボンプライシングに係る詳細設計等に当たっては、学識経験者や有識者、

産業界、労働界等から広く意見を聴くものとし、その意見を十分に尊重するとともに、

その策定プロセスの透明性の確保を図ること。 

七 今後十年間における約二十兆円規模のＧＸ経済移行債による政府支援については、

抜本的な省エネの推進などＧＸ実現に資する適切な内容とするとともに、民間事業者

の予見可能性を高め、民間のＧＸ投資が確実に促進されるよう努めること。その際、

高付加価値かつグリーンでディーセントなワークの創出につながるものを対象とする

よう検討すること。 

八 ＧＸの実現は、環境負荷の低減やエネルギー自給率の向上、産業競争力の強化等を

通じた国民生活の向上や国民経済の発展など、広く国民全体の便益に寄与するもので

あることに鑑み、成長志向型カーボンプライシングなどＧＸの実現に要する費用は、

脱炭素成長型経済構造への移行に向けた人材・技術への投資や行動変容を促進する観

点を含め、国や地方公共団体、事業者及び国民の適切な役割分担の下、円滑かつ適正

な転嫁などを通じ、特定の事業者への負担に偏重せず、広く社会全体で公平・公正に

負担するものとし、政府は、国民や事業者に対し、ＧＸ実現の意義や負担に対する理

解の醸成に積極的に取り組むこと。 

九 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行を早期に実現するため、カーボンプライシン

グの在り方については、脱炭素への取組を加速化させるとともに、経済的インセンテ

ィブを社会全体に効果的に与えるものとなるよう、代替技術の有無、国際競争力への

影響、カーボンリーケージの可能性等を勘案しつつ、その導入の時期、対象事業者の

範囲等を含め、最適かつ実効性のある制度を検討すること。 

十 化石燃料賦課金及び特定事業者負担金に係る制度の実施に当たっては、国民負担の

可能な限りの抑制や制度の明瞭性・簡素性の担保、他のＧＸ推進策との整合等の観点

から、高度化法やエネルギー関連税制、再生可能エネルギー発電促進賦課金など既存

の規制・制度との適切な関係整理を図ること。 

十一 脱炭素成長型経済構造移行推進機構による事業活動への支援に係る基準の策定に

当たっては、多様な関係者の意見を幅広く聴取するよう努めるとともに、同機構によ

る金融支援について、脱炭素成長型経済構造移行に真に有益な支援案件を見出してい

く規律ある運営がなされ、支援内容について説明責任が果たされるよう、政府は責任

を持って監督すること。また、機構の支援業務の決定プロセスにおいて利害関係を有

する役員がいる場合は、その意思決定プロセスに関与させないなど、公平性、中立性

の観点から適切なガバナンスを行うこと。加えて、機構の業務の委託においては、競

争性、透明性、経済性の観点から、原則として一般競争入札を採用するとともに、入

札の結果を適切に国民に公表すること。 



十二 脱炭素成長型経済構造への移行プロセスは長期にわたり、将来の世界情勢や、国

内の産業、エネルギーの供給環境などに不確実性があることを踏まえ、ＧＸ経済移行

債による支援や化石燃料賦課金及び特定事業者負担金など新たに講じられる制度・施

策の進捗状況や費用対効果等について、定期的に評価及び分析を行うこととし、必要

に応じて柔軟な見直しを行うものとすること。 

十三 脱炭素成長型経済構造を実現するに当たり、国内産業の育成及び経済成長を目指

すのみにとどまらず、我が国の優れた脱炭素分野における知見の活用によるアジアを

始めとした世界のエネルギートランジションへの国際貢献を通じて、我が国が脱炭素

の取組のイニシアティブを取ることができるよう、炭素国境調整措置やビジネスと人

権への対応等も含め、戦略的に施策を推進すること。 

  右決議する。  


